
ぬま健司の大綱質疑と田辺市長の答弁 

第３７号議案 一般会計補正予算について 

６月１６日に大綱質疑、２３日に特別委員会で審査 
今回の補正予算は、５億９６２万７千円の増額補正となっている。提出された概要説明文書では、新型コロナウイルス感

染症や電気料金・物価等の高騰に対応する取組の事業概要のみ記載されている。また６月１３日の本会議で市長は本議案の

提案理由の説明を口頭で行ったが、款ごとの主な事業並びに主な歳入に言及しただけであった。 

地方自治法第２１８条第１項で「予算の調製後に生じた事由に基づいて、既定の予算に追加その他の変更を加える必要が

生じたときは、補正予算を調整」することができる旨が規定されている。 

そこで今回の補正予算を編成しなければならない事由について市長の見解を求める。 

ぬま ➀６月１３日の本会議での提案理由の説明は十分と認識しているか。 

田辺市長 提案理由の説明は、十分尽くしていると考えている。 

＜コメント＞ 「正確にわかりやすく」説明すべきと指摘。現行の説明はきわめて不十分である。市長が意見として承ると

答弁。茨城県取手市の説明資料を提供し参考とするよう促した。 

ぬま ②新型コロナワクチン接種委託料等の追加に係る補正予算を編成した事由、２０２３年度のワクチン接種の概要並び

に財源について。 

田辺市長 ●新型コロナワクチン接種委託料等について、当初予算編成 時には、国から令和５年度の接種方針について示さ

れていなかったため、最小限の必要経費を計上していたが、令和５年３月７日に、接種内容が具体的に示され、同年４月２

８日の財源に関する通知を踏まえて、現計予算では不足が生じるため、今回補正予算として計上しているものである。●ワ

クチン接種の概要については、５月８日から８月までの期間は、６５歳以上の高齢者等重症化リスクが高い市民を対象に春

開始接種を実施し、９月から１２月までの期間は、５歳以上の市民を対象とした秋開始接種を実施する予定としている。●

なお、令和５年度も接種を希望する市民は自己負担なしで接種していただける。また、財源については、国の新型コロナウ

イルスワクチン接種対策費国庫負担金及び新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金を活用する予定とし

ている。 

＜コメント＞ 当初予算編成後の国の方針についてきちんと説明すべきである。市長は説明の責任はあると答弁。 

ぬま ③電気料金・物価等の高騰に対応する取組や統合・公開型地理情報に関する取組に関する補正予算を編成した事由に

ついて。財源について説明がなかったが、国県等から交付が見込まれることになった特定財源の活用事業と言えるのか。 

田辺市長 ●電気料金・物価等の高騰に対応する取組に関する補正予算については、電気料金や物価等の高騰の長期化によ

り影響を受けた市民生活への支援が必要と考え、提案している。●財源については、国の新型コロナウイルス感染症地方創

生臨時交付金を活用する見込みである。●統合・公開型地理情報システムの取組に関する補正予算については、国のデジタ

ル田園都市国家構想交付金の採択を３月１０日に受けたことから提案しており、国の補助金を活用する。 

＜コメント＞ ４月１９日の庁議で同交付金を活用し６月議会に提案するということを財政課が発言している。財源として

同交付金を活用すると説明すればよいのになぜそれを避けるのか疑問。市長は 「交付金ありきで補正を組んだわけではない」

と主体性をしきりに強調している。快生館では国の交付金を活用したことを強調する姿勢とちぐはぐである。各事業のニー

ズ調査の有無や執行率目標については答弁漏れがあったので委員会で質疑したい。 

④ぬま 歳入の市債の中の学校管理債について、学校教育施設等整備事業債を公共施設等適正管理推進事業債に変更し８９

００万円増額補正とした。それに伴い公共施設等総合管理基金繰入金については同額減額補正とした。この補正予算を編成

した事由並びに市財政に与える影響について。 

田辺市長 ●学校教育施設等整備事業債を公共施設等適正管理推進事業債に変更したのは、公共施設等適正管理推進事業債

を起債した時の地方負担額に対する交付税措置率が、学校教育施設等整備事業債を起債した時の交付税措置率を下回らない

ことが確認できたため。 また、この変更に伴う市財政に与える影響については、今年度の財政力指数が確定していないため、

どの程度影響を与えるかは不明だが、学校教育施設等整備事業債を起債した 場合より不利になることはなく、一定のプラス

の効果がある と見込んでいる。 

＜コメント＞ 当初予算可決後わずか３か月以内にこうした変更が加えられたことについて、きちんと説明すべきと考える。

消化率が悪い公共施設等適正管理推進事業債の活用に協力したのではないかと勘繰りたくなるのも当然ではないか。ともか

く「正確で分かりやすい」説明をすることに心がけてほしい。 

 


